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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

 

回次 第２期中 第３期中 第１期 第２期 

会計期間 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 111,727 119,173 248,960 293,681

経常利益 (百万円) 4,233 6,066 11,400 17,144

中間(当期)純利益 (百万円) 1,461 3,418 6,591 8,349

純資産額 (百万円) 121,744 130,196 121,326 128,062

総資産額 (百万円) 191,619 195,824 211,718 208,680

１株当たり純資産額 (円) 862.57 922.97 859.24 906.92

１株当たり中間(当期) 
純利益 

(円) 10.35 24.23 45.96 58.42

潜在株式調整後１株 
当たり中間(当期)純利益 

(円) ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 63.5 66.5 57.3 61.4

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 11,578 14,340 12,101 14,735

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △2,847 △3,626 △83 △4,831

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △4,236 △2,203 △8,457 △7,426

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

(百万円) 37,303 43,967 32,889 35,287

従業員数 (人) 7,101 7,086 7,091 6,746

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ 従業員数は、就業人員数を表示している。 

３ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載をしていない。 

４ 当社は平成15年９月29日に設立されたため、第１期中間連結会計期間の記載をしていない。 

５ 第１期連結会計年度の数値については、日本コムシス株式会社は平成15年４月１日から平成16年３月31

日まで、サンワコムシスエンジニアリング株式会社及び東日本システム建設株式会社は平成15年10月１

日から平成16年３月31日までを対象期間としている。 

６ 第２期連結会計年度の数値については、日本コムシス株式会社の連結子会社の決算期変更（平成16年12

月期を平成17年３月期）により、同連結子会社の会計期間が15ヶ月となっている。 
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(2) 提出会社の経営指標等 

 

回次 第２期中 第３期中 第１期 第２期 

会計期間 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ９月29日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 1,231 1,711 2,323 2,211

経常利益 (百万円) 966 1,437 1,915 1,738

中間(当期)純利益 (百万円) 973 1,421 1,864 1,720

資本金 (百万円) 10,000 10,000 10,000 10,000

発行済株式総数 (千株) 145,977 145,977 145,977 145,977

純資産額 (百万円) 110,564 105,843 110,634 105,877

総資産額 (百万円) 153,980 125,728 143,515 122,760

１株当たり純資産額 (円) 757.91 749.99 758.25 750.07

１株当たり中間(当期) 
純利益 

(円) 6.68 10.07 12.78 11.86

潜在株式調整後１株 
当たり中間(当期)純利益 

(円) ― ― ― ―

１株当たり中間(年間) 
配当額 

(円) 5.00 7.00 7.00 15.00

自己資本比率 (％) 71.8 84.2 77.1 86.2

従業員数 (人) 21 25 21 22

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ 従業員数は、就業人員数を表示している。 

３ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載をしていない。 

４ 当社は平成15年９月29日に設立されたため、第１期中間会計期間の記載をしていない。 

５ 第１期事業年度の１株当たり配当額については、平成15年12月10日に中間配当に代えて、株式移転をな

すべき日の前日(平成15年９月28日)の最終の日本コムシス株式会社及び東日本システム建設株式会社の

株主名簿(実質株主名簿含む。)に記載または記録された株主及び登録質権者に対して、その所有する日

本コムシス株式会社の株式１株につき５円、東日本システム建設株式会社の株式１株につき５円の株式

移転交付金を支払った。 

６ 第２期事業年度の１株当たり配当額15円は、特別配当３円を含んでいる。 
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２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、コムシスグループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容に

ついて、重要な変更はない。 

また、主要な関係会社に異動はない。 

 

３ 【関係会社の状況】 

サンワコムシスエンジニアリング株式会社（連結子会社）は、平成17年４月１日に株式会社三和エ

レックより商号変更した。 

 

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成17年９月30日現在 

区分 従業員数(人) 

全社 7,086 

合計 7,086 

(注) 従業員数は就業人員数である。なお、当中間連結会計期間末における臨時従業員の総数は従業員数の100分

の10未満であるため、記載を省略している。(以下、「(2)提出会社の状況」においても同じ。) 

 

(2) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

従業員数(人) 25 

(注) 当社従業員は、すべて統括事業会社からの出向者である。 

 

(3) 労働組合の状況 

労使関係について特に記載すべき事項はない。 
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第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、設備投資や個人消費の増加により幅広い業種で企業

収益の改善が見られ、景気回復に向けた堅調な動きが見られた。また、雇用情勢についても、完全

失業率の低下傾向や賃金がゆるやかに増加するなど改善に広がりが見られた。 

コムシスグループを取り巻く情報通信の分野においては、電子政府・電子自治体の推進やユビキ

タスネット社会の実現に向けて、ＩＣＴ（Information and Communications Technology）が社会基

盤として急速に定着しつつある。情報通信市場では、利用料金の低廉化等により光アクセスサービ

スが急速に拡大し、一般・法人を問わずＩＰ電話が爆発的に普及していくなどマーケット構造が大

きく変化している。 

また、電気通信事業者においても、ブロードバンド通信分野での需要拡大や、近く導入が予定さ

れている移動通信におけるナンバーポータビリティサービス等により、通信料金の低廉化やサービ

スレベルの向上が一層加速するなど、電気通信事業者間の顧客獲得に向けた競争はますます熾烈に

なるものと想定される。 

このような状況のもとで、コムシスグループとしては、日本コムシス株式会社、サンワコムシス

エンジニアリング株式会社、東日本システム建設株式会社の３統括事業会社を中心に、各ステーク

ホルダーの期待や、企業環境に積極的に適合する経営ビジョンを具現化するため、「事業の選択と

集中」、「ＩＴソリューション事業の拡大」、「経営改善施策の推進」の各施策を柱とし、事業改

革に積極的に取組んできた。具体的には、統括事業会社間の事業分野の見直しとそれに伴う人員の

再配置等の事業再編を実施するなど、「事業の選択と集中」による経営統合のシナジー効果の最大

化を図ってきた。また、ＩＰ電話ソリューション「ｃｏｍｓｉｐ」等のコムシスブランドの確立に

よるＩＰ分野への事業拡大や、高度化・多様化する顧客ニーズに即応できる高スキル技術者集団の

育成を図るなど、「ＩＴソリューション事業の拡大」に努めてきた。更に、集中購買や共通業務等

のオペレーション業務の集約化・効率化による材料費、人件費の削減や、協力会社との役割分担の

見直しによる外注費の低減、「コムシス式カイゼン」による抜本的な仕事の見直しなど、グループ

をあげ「経営改善施策の推進」に取り組んできた。 

その結果、当中間連結会計期間における売上高は1,191億７千万円（前年同期比106.7％）、営業

利益は49億６千万円（前年同期比158.2％）、経常利益は60億６千万円（前年同期比143.3％）、中

間純利益は34億１千万円（前年同期比233.9％）となった。 
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(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、有

形固定資産の取得、配当金の支払いなどの要因により一部相殺されたものの、税金等調整前中間純

利益の増加、売上債権の減少などにより、前中間連結会計期間末に比べ66億６千万円増加し、当中

間連結会計期間末には439億６千万円（前年同期比117.9％）となった。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間において営業活動の結果得られた資金は、前中間連結会計期間に比べ27億６

千万円増加し、143億４千万円（前年同期比123.9％）となった。これは主に税金等調整前中間純利

益の増加、売上債権の減少によるものである。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間において投資活動の結果使用した資金は、前中間連結会計期間に比べ７億７

千万円増加し、36億２千万円（前年同期比127.4％）となった。これは主に有形固定資産の取得、貸

付による支出によるものである。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間において財務活動の結果使用した資金は、前中間連結会計期間に比べ20億３

千万円減少し、22億円（前年同期比52.0％）となった。これは主に配当金の支払いによるものであ

る。 
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２ 【生産、受注及び販売の状況】 

コムシスグループが営んでいる事業の大部分を占める電気通信設備工事事業及びその他の事業では

生産実績を定義することが困難であり、電気通信設備工事事業において請負形態をとっているため販

売実績という定義は実態にそぐわない。 

よって「生産、受注及び販売の状況」については、当社の連結での受注及び売上の合計を記載して

いる。 

なお、その他の事業の全体に占める割合が僅少であるため、事業別の記載を省略している。 

 

(1) 受注実績 

受注実績は次のとおりである。 

 

区分 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日  

  至 平成16年９月30日） 
（百万円） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日  

  至 平成17年９月30日） 
（百万円） 

全社 134,390 150,753（12.2％増） 

(注) 上記金額には、消費税等は含まれていない。 

 

(2) 売上実績 

売上実績は次のとおりである。 

 

区分 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日  

  至 平成16年９月30日） 
（百万円） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日  

  至 平成17年９月30日） 
（百万円） 

全社 111,727 119,173（6.7％増） 

(注) １ 上記金額には、消費税等は含まれていない。 

２ 主な相手先別の売上及びその割合は次のとおりである。 

 

 
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

相手先 金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％) 

ＮＴＴグループ 70,439 63.1 81,007 68.0 

(注) １ ＮＴＴグループは、東日本電信電話株式会社、西日本電信電話株式会社、エヌ・ティ・ティ・

コミュニケーションズ株式会社、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ等である。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれていない。 
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また、３統括事業会社の受注及び売上の状況が、コムシスグループの受注及び売上の大半を占め

るため、参考に３社個別の事業の状況を示すと次のとおりである。 

 

 ＜日本コムシス株式会社＞ 

① 受注高、売上高、繰越高及び施工高 

期末繰越高 

項目 種別 
期首 
繰越高

(百万円)

期中 
受注高

(百万円)

計 

(百万円)

期中 
売上高

(百万円)
手持高
(百万円)

うち施工高 
(％、百万円) 

期中 
施工高

(百万円)

ＮＴＴ情報通信エン

ジニアリング事業 
18,794 68,414 87,209 56,164 31,045 29.4 9,117 60,480

電気通信エンジニア

リング事業 
15,294 14,651 29,946 11,495 18,451 35.6 6,573 14,340

ＩＴソリューション

事業 
5,572 10,575 16,148 8,649 7,498 31.0 2,323 9,731

総

合

エ

ン

ジ

ニ

ア

リ 

ン

グ

サ

丨 
ビ

ス

事

業 
 

計 39,662 93,642 133,304 76,309 56,995 31.6 18,015 84,552

社会システム関連事業等 14,592 3,048 17,641 2,574 15,066 52.2 7,860 6,513

前上半期  

自 

 

平

成

十

六

年

四

月

一

日 

 

至 

 

平

成

十

六

年
九

月

三

十

日 

  

合計 54,255 96,690 150,946 78,883 72,062 35.9 25,876 91,066

ＮＴＴ情報通信エン

ジニアリング事業 
21,750 81,843 103,593 70,380 33,213 28.5 9,480 73,496

電気通信エンジニア

リング事業 
14,035 10,045 24,080 5,412 18,668 36.2 6,759 7,142

ＩＴソリューション

事業 
6,159 12,684 18,843 9,286 9,557 30.2 2,882 11,173

総

合

エ

ン

ジ

ニ

ア

リ 

ン

グ

サ

丨 
ビ

ス

事

業 
 

計 41,945 104,572 146,517 85,078 61,439 31.1 19,123 91,812

社会システム関連事業等 12,934 4,810 17,744 975 16,769 22.1 3,700 3,752

当上半期  

自 

 

平

成

十

七

年

四

月

一

日 

 

至 

 

平

成

十

七

年
九

月

三

十

日 

  

合計 54,879 109,383 164,262 86,053 78,208 29.2 22,823 95,565

ＮＴＴ情報通信エン

ジニアリング事業 
18,794 138,922 157,717 135,967 21,750 29.3 6,364 137,530

電気通信エンジニア

リング事業 
15,294 37,811 53,106 39,071 14,035 35.8 5,029 40,372

ＩＴソリューション

事業 
5,572 22,165 27,737 21,578 6,159 16.2 995 21,331

総

合

エ

ン

ジ

ニ

ア

リ 

ン

グ

サ

丨 
ビ

ス

事

業 
 

計 39,662 198,899 238,562 196,617 41,945 29.5 12,389 199,235

社会システム関連事業等 14,592 11,658 26,251 13,317 12,934 7.1 922 10,318

前期  
自 

 

平

成

十

六

年

四

月

一

日 

 

至 

 

平

成

十

七

年

三

月

三

一

日 

  

合計 54,255 210,558 264,813 209,934 54,879 24.3 13,312 209,553

(注) １ 前期以前に受注したもので、契約の更改により請負金額に変更があるものについては、期中受注高に

その増減額を含む。したがって、期中売上高にも係る増減額が含まれる。 

２ 期末繰越高の施工高は、支出金より手持高の施工高を推定したものである。 

３ 期中施工高は、(期中売上高＋期末繰越高の施工高－前期末繰越高の施工高)に一致する。 

４ 上記金額には、消費税等は含まれていない。(②以下の各表についても同じ。) 
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② 受注高及び売上高について 

当社は建設市場の状況を反映して工事の受注高及び売上高が平均化しておらず、最近３年間につ

いてみても次のように変動している。 

受注高 売上高 

１年通期 上半期  １年通期 上半期  

(Ａ) (Ｂ) (Ｂ)／(Ａ) (Ｃ) (Ｄ) (Ｄ)／(Ｃ) 
期別 

(百万円) (百万円) (％) (百万円) (百万円) (％) 

第53期 188,774 93,336 49.4 189,258 71,058 37.5

第54期 188,260 93,492 49.7 193,920 71,576 36.9

第55期 210,558 96,690 45.9 209,934 78,883 37.6

第56期 ― 109,383 ― ― 86,053 ―

 

③ 売上高 

区  分 
前上半期 

(自 平成16年４月１日 
  至 平成16年９月30日) 

当上半期 
(自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日) 

ＮＴＴ情報通信エンジニ
アリング事業（百万円） 

56,164 70,380

電気通信エンジニアリン
グ事業（百万円） 

11,495 5,412

ＩＴソリューション事業
（百万円） 

8,649 9,286

総合エンジニア
リングサービス
事業 

計（百万円） 76,309 85,078

社会システム関連事業等（百万円） 2,574 975

合計（百万円） 78,883 86,053

(注) １ 前上半期の売上高のうち、請負金額５億円以上の主なものは、次のとおりである。 

株式会社エヌ・ティ・テ 

ィ・ドコモ 
ＤＣＭ墨田 ＭＭサーバ設備工事（自機） 

東日本電信電話株式会社 平成１５年度東エリアサービス総合工事 

東日本電信電話株式会社 平成１５年度中央エリアサービス総合工事 

経済産業省 つくば中央地区太陽光発電設置工事（電気） 

東急不動産株式会社 （仮称）仁川北２丁目マンション新築工事 

２ 当上半期の売上高のうち、請負金額５億円以上の主なものは、次のとおりである。 

東日本電信電話株式会社 平成１６年度草加ビル他１５ビルサービス総合工事 

東日本電信電話株式会社 平成１６年度常盤ビル他１６ビルサービス総合工事 

東日本電信電話株式会社 世田谷ビル他７ビルサービス総合工事 

東日本電信電話株式会社 八王子ビル他１１ビルサービス総合工事 

東日本電信電話株式会社 杉並ビル他９ビルサービス総合工事 

３ 売上高総額に対する割合が100分10以上の相手先別の売上高及びその割合は、次のとおりである。 

前上半期 
(自 平成16年４月１日 
  至 平成16年９月30日) 

当上半期 
(自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日) 相手先 

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％) 

ＮＴＴグループ 56,164 71.1 70,380 81.8

(注) ＮＴＴグループは、東日本電信電話株式会社、西日本電信電話株式会社、エヌ・ティ・ティ・コ

ミュニケーションズ株式会社、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ等である。 
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④ 手持高(平成17年９月30日現在) 

区  分 
前上半期 

(自 平成16年４月１日 
  至 平成16年９月30日) 

当上半期 
(自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日) 

ＮＴＴ情報通信エンジニ
アリング事業（百万円） 

31,045 33,213

電気通信エンジニアリン
グ事業（百万円） 

18,451 18,668

ＩＴソリューション事業
（百万円） 

7,498 9,557

総合エンジニア
リングサービス
事業 

計（百万円） 56,995 61,439

社会システム関連事業等（百万円） 15,066 16,769

合計（百万円） 72,062 78,208

(注) 手持高のうち、請負金額10億円以上の主なものは、次のとおりである。 

大豊建設株式会社 （仮称）新丸子東地区開発計画 平成19年９月竣工予定

大豊建設株式会社 （仮称）戸塚上倉田町プロジェクト新築工事 平成18年９月竣工予定

前田興産株式会社  鳩ヶ谷新築工事 平成18年３月竣工予定

山田建設株式会社 （仮称）ミオカステーロ泊新築工事 平成18年３月竣工予定

前田建設工業株式会社 （仮称）東横イン高崎駅前新築工事 平成18年７月竣工予定
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 ＜サンワコムシスエンジニアリング株式会社＞ 

① 受注高、売上高、繰越高及び施工高 

期末繰越高 

項目 種別 
期首 
繰越高

(百万円)

期中 
受注高

(百万円)

計 

(百万円)

期中 
売上高

(百万円)
手持高
(百万円)

うち施工高 
(％、百万円) 

期中 
施工高

(百万円)

ＮＴＴ情報通信エン

ジニアリング事業 
1,293 6,153 7,447 5,030 2,416 38.9 939 5,428

電気通信エンジニア

リング事業 
9,996 10,786 20,782 6,878 13,903 39.0 5,414 9,441

ＩＴソリューション

事業 
― ― ― ― ― ― ― ―

総

合

エ

ン

ジ

ニ

ア

リ 

ン

グ

サ

丨 
ビ

ス

事

業 
 

計 11,290 16,939 28,229 11,909 16,320 38.9 6,354 14,870

社会システム関連事業等 1,758 1,017 2,776 1,073 1,702 33.6 573 1,105

前上半期  

自 

 

平

成

十

六

年

四

月

一

日 

 

至 

 

平

成

十

六

年
九

月

三

十

日 

  

合計 13,048 17,957 31,005 12,982 18,023 38.4 6,927 15,976

ＮＴＴ情報通信エン

ジニアリング事業 
614 821 1,435 677 758 57.3 434 942

電気通信エンジニア

リング事業 
7,133 18,416 25,550 12,789 12,760 27.2 3,467 14,297

ＩＴソリューション

事業 
― ― ― ― ― ― ― ―

総

合

エ

ン

ジ

ニ

ア

リ 

ン

グ

サ

丨 
ビ

ス

事

業 
 

計 7,747 19,237 26,985 13,466 13,518 28.9 3,902 15,240

社会システム関連事業等 1,297 1,042 2,339 1,028 1,311 16.9 221 842

当上半期  

自 

 

平

成

十

七

年

四

月

一

日 

 

至 

 

平

成

十

七

年
九

月

三

十

日 

  

合計 9,045 20,279 29,324 14,494 14,830 27.8 4,123 16,082

ＮＴＴ情報通信エン

ジニアリング事業 
1,293 9,493 10,787 10,173 614 27.5 169 9,801

電気通信エンジニア

リング事業 
9,996 20,365 30,361 23,227 7,133 27.5 1,959 22,335

ＩＴソリューション

事業 
― ― ― ― ― ― ― ―

総

合

エ

ン

ジ

ニ

ア

リ 

ン

グ

サ

丨 
ビ

ス

事

業 
 

計 11,290 29,859 41,149 33,401 7,747 27.5 2,128 32,136

社会システム関連事業等 1,758 2,163 3,921 2,624 1,297 31.4 406 2,490

前期  

自 

 

平

成

十

六

年

四

月

一

日 

 

至 

 

平

成

十

七

年

三

月

三

一

日 

  

合計 13,048 32,022 45,071 36,025 9,045 28.0 2,535 34,626

(注) １ サンワコムシスエンジニアリング株式会社は、平成17年４月１日に株式会社三和エレックより商号変

更した。 

２ 前期以前に受注したもので、契約の更改により請負金額に変更があるものについては、期中受注高に

その増減額を含む。したがって、期中売上高にも係る増減額が含まれる。 

３ 期末繰越高の施工高は、支出金より手持高の施工高を推定したものである。 

４ 期中施工高は、(期中売上高＋期末繰越高の施工高－前期末繰越高の施工高)に一致する。 

５ 上記金額には、消費税等は含まれていない。(②以下の各表についても同じ。) 
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② 受注高及び売上高について 

当社は建設市場の状況を反映して工事の受注高及び売上高が平均化しておらず、最近３年間につ

いてみても次のように変動している。 

受注高 売上高 

１年通期 上半期  １年通期 上半期  

(Ａ) (Ｂ) (Ｂ)／(Ａ) (Ｃ) (Ｄ) (Ｄ)／(Ｃ) 
期別 

(百万円) (百万円) (％) (百万円) (百万円) (％) 

第56期 38,919 17,371 44.6 42,264 13,299 31.5

第57期 35,218 18,219 51.7 37,726 13,362 35.4

第58期 32,022 17,957 56.1 36,025 12,982 36.0

第59期 ― 20,279 ― ― 14,494 ―

 

③ 売上高 

区  分 
前上半期 

(自 平成16年４月１日 
  至 平成16年９月30日) 

当上半期 
(自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日) 

ＮＴＴ情報通信エンジニ
アリング事業（百万円） 

5,030 677

電気通信エンジニアリン
グ事業（百万円） 

6,878 12,789

ＩＴソリューション事業
（百万円） 

― ―

総合エンジニア
リングサービス
事業 

計（百万円） 11,909 13,466

社会システム関連事業等（百万円） 1,073 1,028

合計（百万円） 12,982 14,494

(注) １ 前上半期の売上高のうち、請負金額２億円以上の主なものは、次のとおりである。 

株式会社エヌ・ティ・テ 

ィ・ドコモ 
ＮＴＴＤｏＣｏＭｏ墨田ビル（仮称）新築電気設備工事 

日本電気株式会社 ＥＴＣ設備工事１－３ 

東日本電信電話株式会社 ＮＴＴさいたま新都心ビル（仮称）新築電気設備工事 

東日本電信電話株式会社 市川・柏エリアサービス総合工事（６月分） 

２ 当上半期の売上高のうち、請負金額2.5億円以上の主なものは、次のとおりである。 

東京電力株式会社 東京電力株式会社ＦＴＴＨ宅内引込工事（東京エリア） 

日本コムシス株式会社 百蔵浄水場場内監視設備機器納入 

ＫＤＤＩ株式会社 ＫＤＤＧＣ第１期 

ＫＤＤＩ株式会社 au０５関東２ 左門町西局 

ＫＤＤＩ株式会社 au０５関東３ 水判土北局 

３ 売上高総額に対する割合が100分10以上の相手先別の売上高及びその割合は、次のとおりである。 

前上半期 
(自 平成16年４月１日 
  至 平成16年９月30日) 

当上半期 
(自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日) 相手先 

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％) 

ＮＴＴグループ 5,030 38.7 677 4.7

  (注) ＮＴＴグループは、東日本電信電話株式会社、西日本電信電話株式会社、エヌ・ティ・ティ・コ

ミュニケーションズ株式会社、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ等である。 
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④ 手持高(平成17年９月30日現在) 

区  分 
前上半期 

(自 平成16年４月１日 
  至 平成16年９月30日) 

当上半期 
(自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日) 

ＮＴＴ情報通信エンジニ
アリング事業（百万円） 

2,416 758

電気通信エンジニアリン
グ事業（百万円） 

13,903 12,760

ＩＴソリューション事業
（百万円） 

― ―

総合エンジニア
リングサービス
事業 

計（百万円） 16,320 13,518

社会システム関連事業等（百万円） 1,702 1,311

合計（百万円） 18,023 14,830

(注) 手持高のうち、請負金額３億円以上の主なものは、次のとおりである。 

川崎市 北部医療施設新築通信設備工事 平成17年10月竣工予定

学校法人日本大学 
日本大学芸術学部江古田キャンパス整備事業に伴う校舎 

新築工事 
平成22年６月竣工予定

成田国際空港株式会社 第１旅客ターミナルビル南ウイング増改築工事（通信） 平成18年１月竣工予定

首都高速道路公団※ 神山町他８換気所 平成19年３月竣工予定

 ※首都高速道路公団は、平成17年10月１日に首都高速道路株式会社に民営化している。 
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 ＜東日本システム建設株式会社＞ 

① 受注高、売上高、繰越高及び施工高 

期末繰越高 

項目 種別 
期首 
繰越高

(百万円)

期中 
受注高

(百万円)

計 

(百万円)

期中 
売上高

(百万円)
手持高
(百万円)

うち施工高 
(％、百万円) 

期中 
施工高

(百万円)

ＮＴＴ情報通信エン

ジニアリング事業 
1,321 7,534 8,855 6,282 2,573 31.4 807 6,801

電気通信エンジニア

リング事業 
1,051 1,465 2,516 925 1,590 29.8 474 1,105

ＩＴソリューション

事業 
206 1,251 1,457 981 475 36.0 171 1,100

総

合

エ

ン

ジ

ニ

ア

リ 

ン

グ

サ

丨 
ビ

ス

事

業 
 

計 2,579 10,251 12,830 8,190 4,640 31.3 1,453 9,007

社会システム関連事業等 344 592 936 368 567 54.3 308 556

前上半期  

自 

 

平

成

十

六

年

四

月

一

日 

 

至 

 

平

成

十

六

年
九

月

三

十

日 

  

合計 2,923 10,843 13,766 8,559 5,207 33.8 1,762 9,564

ＮＴＴ情報通信エン

ジニアリング事業 
2,071 8,303 10,374 7,219 3,155 31.3 987 7,660

電気通信エンジニア

リング事業 
1,199 1,527 2,727 959 1,768 32.1 567 1,289

ＩＴソリューション

事業 
86 1,753 1,839 1,123 716 27.9 200 1,270

総

合

エ

ン

ジ

ニ

ア

リ 

ン

グ

サ

丨 
ビ

ス

事

業 
 

計 3,357 11,584 14,941 9,302 5,639 31.1 1,755 10,220

社会システム関連事業等 349 307 657 406 250 32.8 82 152

当上半期  

自 

 

平

成

十

七

年

四

月

一

日 

 

至 

 

平

成

十

七

年
九

月

三

十

日 

  

合計 3,707 11,891 15,599 9,709 5,890 35.3 1,837 10,373

ＮＴＴ情報通信エン

ジニアリング事業 
1,321 14,659 15,981 13,909 2,071 26.3 545 14,167

電気通信エンジニア

リング事業 
1,051 3,100 4,151 2,951 1,199 19.7 237 2,893

ＩＴソリューション

事業 
206 3,328 3,534 3,448 86 61.9 53 3,449

総

合

エ

ン

ジ

ニ

ア

リ 

ン

グ

サ

丨 
ビ

ス

事

業 
 

計 2,579 21,088 23,667 20,309 3,357 24.9 836 20,510

社会システム関連事業等 344 1,493 1,838 1,488 349 96.2 336 1,705

前期  

自 

 

平

成

十

六

年

四

月

一

日 

 

至 

 

平

成

十

七

年

三

月

三

一

日 

  

合計 2,923 22,582 25,506 21,798 3,707 31.6 1,173 22,215

(注) １ 前期以前に受注したもので、契約の更改により請負金額に変更があるものについては、期中受注高に

その増減額を含む。したがって、期中売上高にも係る増減額が含まれる。 

２ 期末繰越高の施工高は、支出金より手持高の施工高を推定したものである。 

３ 期中施工高は、(期中売上高＋期末繰越高の施工高－前期末繰越高の施工高)に一致する。 

４ 上記金額には、消費税等は含まれていない。(②以下の各表についても同じ。) 
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② 受注高及び売上高について 

当社は建設市場の状況を反映して工事の受注高及び売上高が平均化しておらず、最近３年間につ

いてみても次のように変動している。 

受注高 売上高 

１年通期 上半期  １年通期 上半期  

(Ａ) (Ｂ) (Ｂ)／(Ａ) (Ｃ) (Ｄ) (Ｄ)／(Ｃ) 
期別 

(百万円) (百万円) (％) (百万円) (百万円) (％) 

第44期 19,742 10,399 52.7 20,530 7,763 37.8

第45期 21,003 10,752 51.2 20,863 8,516 40.8

第46期 22,582 10,843 48.0 21,798 8,559 39.3

第47期 ― 11,891 ― ― 9,709 ―

 

③ 売上高 

区  分 
前上半期 

(自 平成16年４月１日 
  至 平成16年９月30日) 

当上半期 
(自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日) 

ＮＴＴ情報通信エンジニ
アリング事業（百万円） 

6,282 7,219

電気通信エンジニアリン
グ事業（百万円） 

925 959

ＩＴソリューション事業
（百万円） 

981 1,123

総合エンジニア
リングサービス
事業 

計（百万円） 8,190 9,302

社会システム関連事業等（百万円） 368 406

合計（百万円） 8,559 9,709

(注) １ 前上半期の売上高のうち、請負金額3.5億円以上の主なものは、次のとおりである。 

東日本電信電話株式会社 新潟エリアサービス総合工事 

東日本電信電話株式会社 長野エリアサービス総合工事 

東日本電信電話株式会社 長岡エリアサービス総合工事 

東日本電信電話株式会社 上田エリアサービス総合工事 

東日本電信電話株式会社 飯田エリアサービス総合工事 

２ 当上半期の売上高のうち、請負金額４億円以上の主なものは、次のとおりである。 

東日本電信電話株式会社 新潟西ビル他５９ビルサービス総合工事 

東日本電信電話株式会社 石堂ビル他４１ビルサービス総合工事 

東日本電信電話株式会社 長岡ビル他６１ビルサービス総合工事 

東日本電信電話株式会社 上田ビル他４１ビルサービス総合工事 

東日本電信電話株式会社 飯田ビル他３５ビルサービス総合工事 

３ 売上高総額に対する割合が100分10以上の相手先別の売上高及びその割合は、次のとおりである。 

前上半期 
(自 平成16年４月１日 
  至 平成16年９月30日) 

当上半期 
(自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日) 相手先 

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％) 

ＮＴＴグループ 6,282 73.4 7,219 74.4

(注) ＮＴＴグループは、東日本電信電話株式会社、エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会

社、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ等である。 
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④ 手持高(平成17年９月30日現在) 

区  分 
前上半期 

(自 平成16年４月１日 
  至 平成16年９月30日) 

当上半期 
(自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日) 

ＮＴＴ情報通信エンジニ
アリング事業（百万円） 

2,573 3,155

電気通信エンジニアリン
グ事業（百万円） 

1,590 1,768

ＩＴソリューション事業
（百万円） 

475 716

総合エンジニア
リングサービス
事業 

計（百万円） 4,640 5,639

社会システム関連事業等（百万円） 567 250

合計（百万円） 5,207 5,890

(注) 手持高のうち、請負金額１億円以上の主なものは、次のとおりである。 

株式会社佐渡テレビジョン 佐渡テレビジョン伝送路リニューアル工事 平成18年10月竣工予定

有限会社サンライズ・福島 ホテルガネーシャ新築工事（いわき市） 平成17年12月竣工予定

日本電気システム建設株式会社※ 南箕輪村光・同軸伝送路設備工事 平成17年10月竣工予定

株式会社鈴木 株式会社鈴木日滝原新工場建設工事（電気設備) 平成18年３月竣工予定

 ※日本電気システム建設株式会社は、平成17年10月１日にＮＥＣネッツエスアイ株式会社に商号変更している。 
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３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社及び連結子会社が対処すべき課題について、重要な変更はない。 

 

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等はない。 

 

５ 【研究開発活動】 

コムシスグループでは、主要事業である電気通信設備工事事業を効率的かつ安全に遂行するための

研究開発をベースに、電話時代からＩＰブロードバンド時代への急速な変革に合わせ、市場開拓戦略

に対応した新分野技術及び経営合理化につながるシステム開発などを重要課題として研究開発を進め

ている。 

当中間連結会計期間における研究開発費、研究開発体制、研究開発対象を示すと次のとおりである。 

なお、その他の事業について研究開発活動は特段行っていないため、事業別の記載を省略している。 

１ 研究開発費 

当中間連結会計期間における研究開発費は、１億３千万円である。 

２ 研究開発体制 

コムシスグループでは、日本コムシス株式会社の技術研究開発センタ及び東日本システム建設

株式会社の技術開発センタが行っている。 

３ 研究開発対象 

＜日本コムシス株式会社＞ 

(1) 施工の効率化技術の研究開発 

① ビル成端箱内ユニット工法の開発 

② 地下接続作業台の開発 

③ インナーパイプ撤去工法の開発 

 

(2) 工事安全及び品質向上技術の研究開発 

① 携帯電話を利用した作業指示システムの開発 

② 光ケーブル用耐震受金物の開発 

③ ガス漏洩監視システムの開発 

 

(3) 新技術・システムの研究開発 

① ケーブル耐震保護管の開発 

② ライブ中継ソリューションの開発 

③ ビオトープパッケージ 
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＜東日本システム建設株式会社＞ 

(1) 施工の効率化技術の研究開発 

① マンホール用簡易接続作業台の開発 

② キャビネット（ＰＴ・ＰＤ）兼用作業台の開発 

③ ＰＤ（ＳＳ）作業台の開発 

 

(2) 業務支援技術の研究開発 

モバイルＰＲ用ポスタ及び設置台の開発 

 

(3) 業務効率化システムの研究開発 

Ｂフレッツ試験自動化ツールの開発 
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第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 

 

(2) 国内子会社 

当中間連結会計期間に以下の設備を取得した。 

＜日本コムシス株式会社＞ 

帳簿価額(百万円) 
事業所名 

（所在地） 
事業の名称 設備の内容

建物・構築物
機械装置・運搬具

工具器具・備品

土地 

(面積千㎡) 
合計 

従業員数

(人) 

八王子テクノステー

ション 

 （東京都八王子市) 

電気通信設備工事事業 
工事基地

用地 
－ －

458 
(2) 

458 168

 

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、

重要な変更はない。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はな

い。 
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第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

 

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 580,000,000 

計 580,000,000 

 

② 【発行済株式】 

 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成17年９月30日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成17年12月21日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 145,977,886 145,977,886 
東京証券取引所 
大阪証券取引所 
(各市場第一部) 

― 

計 145,977,886 145,977,886 ― ― 
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(2) 【新株予約権等の状況】 

当社は、商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき新株予約権を発行している。 

株主総会の特別決議日（平成17年６月29日） 

 
中間会計期間末現在 

（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 

（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個） ― 924   (注)１

新株予約権の目的となる株式の種類 ― 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） ― 924,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） ― １株当たり1,304 (注)２

新株予約権の行使期間 ― 
平成19年７月１日～ 

平成23年６月30日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額（円） 
― 

発行価格    1,304 

資本組入額   652 

新株予約権の行使の条件 ― 

新株予約権の割り当てを受

けたものは、権利行使時にお

いても、当社もしくは当社の

関係会社の取締役及び監査役

若しくは従業員の地位にある

ことを要する。ただし、任期

満了による退任、定年退職

等、その他当社取締役会が認

めた場合はこの限りではな

い。 

その他の条件は、当社と新

株予約権の割り当てを受けた

ものとの間で締結した「新株

予約権割当契約書」で定める

ところによる。 

新株予約権の譲渡に関する事項 ― 

新株予約権の譲渡について

は、取締役会の承認を要する

ものとする。 

(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株である。 

２ 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整

により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

１ 
調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×

分割・併合の比率

また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額

を調整し、調整により生ずる1円未満の端数は切り上げる。 

 

新株発行(処分)株式数×１株当たり払込金額 
既発行株式数＋

１株当たり時価 調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
既発行株式数＋新株発行(処分)株式数 
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(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
 

(百万円) 

資本金残高
 

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 

(百万円) 

平成17年９月30日 ― 145,977,886 ― 10,000 ― 58,815 

 

(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

日本トラスティ・サービス
信託銀行株式会社信託口 

東京都中央区晴海１丁目８－11 14,697 10.06

日本マスタ－トラスト信託
銀行株式会社信託口 

東京都港区浜松町２丁目11－３ 13,519 9.26

日本トラスティ・サービス
信託銀行株式会社（三井ア
セット信託銀行再信託分・
株式会社フジクラ退職給付
信託口） 

東京都中央区晴海１丁目８－11 6,834 4.68

住友電気工業株式会社 大阪府大阪市中央区北浜４丁目５－33 5,166 3.53

古河電気工業株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目６－１ 5,166 3.53

日本生命保険相互会社 
東京都千代田区丸の内１丁目６－６ 
日本生命証券管理部内 

2,683 1.83

ビー・エヌ・ピー・パリ
バ・セキュリティーズ（ジ
ャパン）リミテッド 

東京都千代田区大手町１丁目７－２ 
東京サンケイビル 

2,533 1.73

日本生命保険相互会社（特
別勘定年金口） 

東京都千代田区丸の内１丁目６－６ 
日本生命証券管理部内 

2,433 1.66

富士通株式会社 神奈川県川崎市中原区上小田中４丁目１－１ 2,413 1.65

資産管理サ－ビス信託銀行
株式会社（信託Ｂ口） 

東京都中央区晴海１丁目８－12 
晴海アイランド トリトンスクエアオフィス
タワーＺ棟 

2,190 1.50

計 ― 57,636 39.48

(注) 当社は、平成17年９月30日現在自己株式4,849,929株（3.32％）を保有しているが、上記大株主から除外し

ている。 
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(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

(自己保有株式) 

普通株式 4,849,000

(相互保有株式) 
完全議決権株式(自己株式等) 

普通株式 176,000

― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 139,226,000 139,226 ― 

単元未満株式 普通株式 1,726,886 ― １単元(1,000株)未満の株式 

発行済株式総数 145,977,886 ― ― 

総株主の議決権 ― 139,226 ― 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」及び「単元未満株式」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、それぞ

れ18,000株(議決権18個)及び100株含まれている。 

２ 単元未満株式数には当社所有の自己株式929株及び株式会社大栄製作所所有の相互保有株式92株、日新

電話設備株式会社所有の相互保有株式111株が含まれている。 

 

② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数

(株) 

他人名義
所有株式数

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
コムシスホールディングス
株式会社 

東京都品川区東五反田 
２丁目17－１ 

4,849,000 ― 4,849,000 3.32 

(相互保有株式) 
株式会社大栄製作所 

東京都品川区東五反田 
１丁目25－13 
神野商事ビル５階 

132,000 ― 132,000 0.09 

(相互保有株式) 
旭通信株式会社 

神奈川県横須賀市舟倉 
２丁目２－４ 

21,000 ― 21,000 0.01 

(相互保有株式) 
日新電話設備株式会社 

東京都杉並区梅里２丁目 
21－１ 

18,000 ― 18,000 0.01 

(相互保有株式) 
オリエント通信建設株式会
社 

東京都大田区南馬込３丁目
13－７ 

3,000 ― 3,000 0.00 

(相互保有株式) 
株式会社サンヨ 

東京都町田市鶴間１丁目 
20－５ 

1,000 ― 1,000 0.00 

(相互保有株式) 
三陽電設株式会社 

東京都大田区大森北２丁目
３－１ 

1,000 ― 1,000 0.00 

計 ― 5,025,000 ― 5,025,000 3.44 
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２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 963 985 1,053 1,070 1,195 1,343

最低(円) 857 894 923 1,002 1,055 1,145

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

 

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はない。 
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第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

11年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行

規則」(昭和24年建設省令第14号)に準じて記載している。 

 

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大

蔵省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成している。 

 

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成

16年９月30日まで)の中間連結財務諸表及び前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日

まで)の中間財務諸表については、公認会計士桜友共同事務所所属の公認会計士 宮下英次氏、公認会

計士 丹羽秀夫氏及び公認会計士 斉藤孝氏により中間監査を受け、また、当中間連結会計期間(平成

17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間連結財務諸表及び当中間会計期間(平成17年４月１日

から平成17年９月30日まで)の中間財務諸表については、公認会計士桜友共同事務所所属の公認会計士 

丹羽秀夫氏、公認会計士 斉藤孝氏及び公認会計士 鈴木智喜氏により中間監査を受けている。 

なお、当社の会計監査人は次のとおり交代している。 

 前中間連結会計期間及び前中間会計期間 公認会計士 宮下英次氏 

 当中間連結会計期間及び当中間会計期間 公認会計士 鈴木智喜氏 
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１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

 

  
前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

(資産の部)    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金預金 ※2  39,296 45,964  37,360

２ 受取手形・ 
  完成工事未収入金等 

  43,136 39,110  80,045

３ 有価証券   266 205  214

４ 未成工事支出金等   37,612 36,469  19,374

５ 繰延税金資産   2,348 2,347  2,884

６ その他   2,516 2,950  2,410

   貸倒引当金   △131 △118  △220

流動資産合計   125,045 65.3 126,928 64.8  142,069 68.1

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産    

(1) 建物・構築物 ※1,2 16,862 15,693 15,966 

(2) 機械・運搬具・ 
  工具器具備品 

※1 5,304 5,337 4,895 

(3) 土地 ※2 26,789 26,543 26,091 

(4) 建設仮勘定  22 48,978 12 47,587 10 46,962

２ 無形固定資産   1,659 1,622  1,667

３ 投資その他の資産    

(1) 投資有価証券 ※2 5,173 6,639 6,000 

(2) 長期貸付金  3,051 4,544 3,677 

(3) 前払年金費用  ― 1,450 1,042 

(4) 繰延税金資産  2,940 2,753 3,107 

(5) その他  7,716 6,947 6,453 

  貸倒引当金  △2,946 15,936 △2,649 19,686 △2,301 17,980

固定資産合計   66,573 34.7 68,895 35.2  66,610 31.9

資産合計   191,619 100.0 195,824 100.0  208,680 100.0
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前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

(負債の部)    

Ⅰ 流動負債    

１ 支払手形・ 
  工事未払金等 

  28,166 29,608  44,298

２ 短期借入金 ※2  3,180 3,437  1,924

３ 一年以内償還社債 ※2  800 ―  ―

４ 未払法人税等   1,085 1,541  3,924

５ 未成工事受入金   10,369 11,160  4,753

６ 完成工事補償引当金   153 182  165

７ 構造改革引当金   465 88  189

８ 工事損失引当金   ― 58  ―

９ その他   4,741 4,291  6,582

流動負債合計   48,961 25.6 50,369 25.7  61,839 29.6

Ⅱ 固定負債    

１ 長期借入金 ※2  3,149 501  2,767

２ 繰延税金負債   1,380 1,383  1,258

３ 再評価に係る繰延 
  税金負債 

  2,365 2,365  2,365

４ 退職給付引当金   5,682 4,193  4,878

５ 役員退職慰労引当金   717 627  754

６ 連結調整勘定   6,280 4,772  5,584

７ その他   54 259  54

固定負債合計   19,630 10.2 14,103 7.2  17,664 8.5

負債合計   68,592 35.8 64,473 32.9  79,503 38.1

(少数株主持分)    

 少数株主持分   1,282 0.7 1,155 0.6  1,114 0.5

(資本の部)    

Ⅰ 資本金   10,000 5.2 10,000 5.1  10,000 4.8

Ⅱ 資本剰余金   56,613 29.5 56,613 28.9  56,613 27.1

Ⅲ 利益剰余金   67,360 35.2 74,794 38.2  72,904 34.9

Ⅳ 土地再評価差額金   △8,514 △4.4 △7,922 △4.0  △7,922 △3.8

Ⅴ その他有価証券評価 
  差額金 

  136 0.0 641 0.3  365 0.2

Ⅵ 自己株式   △3,851 △2.0 △3,930 △2.0  △3,897 △1.8

資本合計   121,744 63.5 130,196 66.5  128,062 61.4

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

  191,619 100.0 195,824 100.0  208,680 100.0
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② 【中間連結損益計算書】 

 

  
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 
百分比
(％)

金額(百万円) 
百分比
(％)

金額(百万円) 
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 ※3  111,727 100.0 119,173 100.0  293,681 100.0

Ⅱ 売上原価   98,276 88.0 104,284 87.5  257,791 87.8

売上総利益   13,451 12.0 14,889 12.5  35,889 12.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1  10,311 9.2 9,923 8.3  20,826 7.1

営業利益   3,139 2.8 4,965 4.2  15,062 5.1

Ⅳ 営業外収益    

１ 受取利息  59 64 108 

２ 受取配当金  135 87 156 

３ 連結調整勘定償却額  813 811 1,627 

４ その他  242 1,251 1.1 206 1,170 1.0 451 2,344 0.8

Ⅴ 営業外費用    

１ 支払利息  105 49 168 

２ その他  51 156 0.1 19 69 0.1 93 262 0.1

経常利益   4,233 3.8 6,066 5.1  17,144 5.8

Ⅵ 特別利益    

１ 貸倒引当金戻入益  82 113 2 

２ 投資利益  45 ― 60 

３ 退職給付引当金 
  戻入益 

※2 ― 227 ― 

４ その他  63 191 0.2 88 429 0.3 692 755 0.2

Ⅶ 特別損失    

１ 投資有価証券評価損  333 41 481 

２ 貸倒引当金繰入額  733 366 1,147 

３ 特別退職金  181 205 610 

４ 構造改革引当金 
  繰入額 

 465 ― 189 

５ その他  197 1,910 1.7 141 755 0.6 1,302 3,730 1.2

税金等調整前 
中間(当期)純利益 

  2,514 2.3 5,740 4.8  14,170 4.8

法人税、住民税 
及び事業税 

※4 945 1,449 6,751 

法人税等調整額 ※4 192 1,138 1.1 835 2,285 1.9 △794 5,957 2.0

少数株主利益 
(又は損失) 

  △85 △0.1 36 0.0  △136 △0.0

中間(当期)純利益   1,461 1.3 3,418 2.9  8,349 2.8
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③ 【中間連結剰余金計算書】 

 

  
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)    

Ⅰ 資本剰余金期首残高  56,613 56,613  56,613

Ⅱ 資本剰余金増加高    

１ 自己株式処分差益  ― ― 0 0 ― ―

Ⅲ 資本剰余金中間期末(期末) 
  残高 

 56,613 56,613  56,613

    

(利益剰余金の部)    

Ⅰ 利益剰余金期首残高  66,845 72,904  66,845

Ⅱ 利益剰余金増加高    

１ 中間(当期)純利益  1,461 3,418  8,349 

２ 連結範囲変更に伴う 
  増加高 

 128 1,589 ― 3,418 128 8,477

Ⅲ 利益剰余金減少高    

１ 株主配当金  987 1,410  1,693 

２ 役員賞与  87 104  134 

３ 土地再評価差額金取崩額  ― ―  591 

４ 連結範囲変更に伴う 
  減少高 

 ― 1,075 13 1,528 ― 2,418

Ⅳ 利益剰余金中間期末(期末) 
  残高 

 67,360 74,794  72,904
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④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

 

  
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・

フロー計算書 
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 税金等調整前中間 
  (当期)純利益 

 2,514 5,740 14,170

２ 減価償却費  1,728 1,809 4,286

３ 投資有価証券評価損  333 41 481

４ 貸倒引当金の増加額  577 245 21

５ 退職給付引当金の減少額  △540 △686 △1,344

６ 受取利息及び受取配当金  △194 △151 △265

７ 支払利息  105 49 168

８ 有形固定資産除却損  58 ― 124

９ 売上債権の減少額  37,326 40,601 1,611

10 未成工事支出金等たな卸 
  資産の減少・増加(△)額 

 △14,203 △17,094 4,037

11 支払手形・工事未払金等 
  の増加・減少(△)額 

 △15,065 △16,959 3,187

12 その他資産の減少・ 
  増加(△)額 

 328 △931 △62

13 その他負債の増加・ 
  減少(△)額 

 3,472 6,115 △2,156

14 役員賞与の支払額  △94 △112 △142

15 連結調整勘定償却額  △813 △811 △1,627

16 その他  128 10 △318

小計  15,667 17,866 22,170

17 利息及び配当金の受取額  193 151 265

18 利息の支払額  △108 △48 △173

19 法人税等の支払額  △4,299 △3,629 △7,862

20 法人税等の還付額  125 ― 335

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 11,578 14,340 14,735

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 定期預金の払出による 
  収入・預入による支出(△) 

 △1,901 84 △1,930

２ 投資有価証券の取得 
  による支出 

 △22 △451 △171

３ 投資有価証券の売却 
  による収入 

 129 76 248

４ 有形固定資産の取得 
  による支出 

 △1,617 △2,212 △2,752

５ 無形固定資産の取得 
  による支出 

 △170 △230 △518

６ 有形固定資産の売却 
  による収入 

 885 41 2,122

７ 貸付による支出  △150 △1,076 △1,077

８ 貸付金の回収による収入  285 239 496

９ その他投資の増減額  △285 △97 △1,247

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △2,847 △3,626 △4,831
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前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・

フロー計算書 
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

   

１ 短期借入金の純減額  △582 △334 △1,185

２ 長期借入金返済による 
  支出 

 △2,155 △418 △3,200

３ 長期借入金による収入  16 ― 26

４ 社債の償還による支出  △500 ― △1,300

５ 自己株式の取得による 
  支出 

 △23 △33 △69

６ 配当金の支払額  △987 △1,410 △1,693

７ 少数株主への配当金の 
  支払額 

 △3 △5 △3

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △4,236 △2,203 △7,426

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額 

 ― ― ―

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
  増加額 

 4,494 8,510 2,477

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  期首残高 

 32,889 35,287 32,889

Ⅶ 新規連結に伴う現金及び 
  現金同等物の増加額 

 ― 169 ―

Ⅷ 子会社の連結除外による現金 
  及び現金同等物の減少額 

 △80 ― △80

Ⅸ 現金及び現金同等物の中間 
  期末(期末)残高 

 37,303 43,967 35,287

   

 



ファイル名:080_a_0187700501712.doc 更新日時:2005/12/17 14:09 印刷日時:05/12/17 14:30 

― 32 ― 

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１. 連結の範囲に

関する事項 

(1) 連結子会社の数 31社 

  主要な連結子会社名 

  日本コムシス㈱、㈱三

和エレック、東日本シ

ステム建設㈱ 

   なお、平成16年７月

１日にトーシスユニテ

ック㈱とコムシス信越

エンジニアリング㈱

は、トーシスユニテッ

ク㈱を存続会社として

合併し、同日付で㈱ア

ルスターに商号変更し

ている。 

   また、㈱サンワコー

ポレーションは、平成

16年８月１日に主たる

事業をコムシス通産㈱

に譲渡している。これ

に伴い、当中間連結会

計期間から同社を連結

子会社から除外してい

る。 

(1) 連結子会社の数 31社 

  主要な連結子会社名 

  日本コムシス㈱、サン

ワコムシスエンジニア

リング㈱、東日本シス

テム建設㈱ 

   なお、サンワコムシ

スエンジニアリング㈱

は、平成17年４月１日

に㈱三和エレックより

商号変更している。 

   また、コムシスシェ

アードサービス㈱につ

いては、重要性が増加

したことから当中間連

結会計期間より連結の

範囲に含めている。 

(1) 連結子会社の数 30社 

  主要な連結子会社名 

  日本コムシス㈱、㈱三

和エレック、東日本シ

ステム建設㈱ 

   なお、連結子会社で

あった㈱サンワコーポ

レーションは、平成16

年８月１日に主たる事

業を連結子会社のコム

シス通産㈱に譲渡した

ことに伴い、連結の範

囲から除外している。 

   また、連結子会社で

あったトーシスユニテ

ック㈱とコムシス信越

エンジニアリング㈱

は、平成16年７月１日

にトーシスユニテック

㈱を存続会社として合

併し、同日付けで㈱ア

ルスターに商号変更し

ている。 

   同じく連結子会社で

あった㈱サン・アクセ

スと茨城電電建設㈱

は、平成16年10月１日

に㈱サン・アクセスを

存続会社として合併

し、同日付けで㈱サン

ネットコムに商号変更

している。 

 (2) 主要な非連結子会社の

名称等 

  コムシスシェアードサ

ービス㈱ 

  (連結の範囲から除いた

理由) 

   非連結子会社は、い

ずれも小規模であり、

合計の総資産、売上

高、中間純損益(持分に

見合う額)及び利益剰余

金(持分に見合う額)等

は、いずれも中間連結

財務諸表に重要な影響

を及ぼしていないため

である。 

(2) 主要な非連結子会社の

名称等 

  ㈱金沢情報通信工業 

 

  (連結の範囲から除いた

理由) 

同左 

(2) 主要な非連結子会社の

名称等 

  コムシスシェアードサ

ービス㈱ 

  (連結の範囲から除いた

理由) 

   非連結子会社は、い

ずれも小規模であり、

合計の総資産、売上

高、当期純損益(持分に

見合う額)及び利益剰余

金(持分に見合う額)等

は、いずれも連結財務

諸表に重要な影響を及

ぼしていないためであ

る。 
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項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

２. 持分法の適

用に関する

事項 

(1) 持分法適用会社数 

   該当なし 

(1) 持分法適用会社数 

同左 

(1) 持分法適用会社数 

同左 

 (2) 持分法を適用していな

い非連結子会社(コムシス

シェアードサービス㈱外)

及び関連会社(國際電設㈱

外)は、中間純損益(持分

に見合う額)及び利益剰余

金(持分に見合う額)等か

らみて、持分法の対象か

ら除いても中間連結財務

諸表に及ぼす影響が軽微

であり、かつ、全体とし

ても重要性がないため持

分法の適用範囲から除外

している。 

(2) 持分法を適用していな

い非連結子会社(㈱金沢情

報通信工業外)及び関連会

社(國際電設㈱外)は、中

間純損益(持分に見合う

額)及び利益剰余金(持分

に見合う額)等からみて、

持分法の対象から除いて

も中間連結財務諸表に及

ぼす影響が軽微であり、

かつ、全体としても重要

性がないため持分法の適

用範囲から除外してい

る。 

(2) 持分法を適用していな

い非連結子会社(コムシス

シェアードサービス㈱外)

及び関連会社(國際電設㈱

外)は、当期純損益(持分

に見合う額)及び利益剰余

金(持分に見合う額)等か

らみて、持分法の対象か

ら除いても連結財務諸表

に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ、全体としても

重要性がないため持分法

の適用範囲から除外して

いる。 

３. 連結子会社

の中間決算

日(決算日)

等に関する

事項 

 一部の連結子会社は、中

間決算日が６月30日であ

る。 

 中間連結財務諸表の作成

に当たっては、同中間決算

日現在の中間財務諸表を使

用している。ただし、７月

１日から９月30日までの期

間に発生した重要な取引に

ついては、連結上必要な調

整を行っている。 

 すべての連結子会社の中

間期の末日は、中間連結決

算日と一致している。 

一部の連結子会社は、決算

日が12月31日であったが、当

連結会計年度から連結決算日

の３月31日に変更を行ってい

る。 

前連結会計年度の連結財務

諸表の作成に当たっては、12

月31日現在の財務諸表を使用

していたため、当連結会計年

度の連結損益計算書には、15

ヶ月分の損益取引が含まれて

いる。 

上記以外の連結子会社の事

業年度は連結財務諸表提出会

社と同一である。 

４. 会計処理基

準に関する

事項 

１ 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

 (1) 有価証券 

  ①満期保有目的の債券 

   償却原価法(定額法)

を採用している。 

１ 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

 (1) 有価証券 

  ①満期保有目的の債券 

同左 

１ 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

 (1) 有価証券 

  ①満期保有目的の債券 

同左 

   ②その他有価証券 

   イ 時価のあるもの 

     中間連結決算日

の市場価格等に

基づく時価法(評

価差額は全部資

本直入法により

処理し、売却原

価は移動平均法

により算定)を採

用している。 

  ②その他有価証券 

   イ 時価のあるもの 

同左 

  ②その他有価証券 

   イ 時価のあるもの 

     連結決算日の市

場価格等に基づ

く時価法(評価差

額は全部資本直

入法により処理

し、売却原価は

移動平均法によ

り算定)を採用し

ている。 
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項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

    ロ 時価のないもの 

     移動平均法によ

る原価法を 

     採用している。 

   ロ 時価のないもの 

同左 

   ロ 時価のないもの 

同左 

  (2) デリバティブ 

   時価法 

 (2) デリバティブ 

同左 

 (2) デリバティブ 

同左 

  (3) たな卸資産 

   未成工事支出金等 

    主として個別法に

よる原価法を採用

している。 

 (3) たな卸資産 

   未成工事支出金等 

同左 

 (3) たな卸資産 

   未成工事支出金等 

同左 

 ２ 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

   定率法を採用してい

る。 

   (ただし、平成10年４

月１日以降に取得した

建物(附属設備を除く)

は定額法を採用してい

る。) 

   なお、主な耐用年数

は以下のとおりであ

る。 

    建物  ７～50年 

    構築物 ２～45年 

２ 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

同左 

２ 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

同左 

  (2) 無形固定資産 

   定額法を採用してい

る。 

   なお、自社利用のソ

フトウェアについて

は、社内における利用

可能期間(５年)に基づ

く定額法を採用してい

る。 

 (2) 無形固定資産 

同左 

 (2) 無形固定資産 

同左 

 ３ 重要な引当金の計上基

準 

 (1) 貸倒引当金 

   売上債権、貸付金等

の貸倒損失に備えるた

め、一般債権について

は貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に

回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上

している。 

３ 重要な引当金の計上基

準 

 (1) 貸倒引当金 

同左 

３ 重要な引当金の計上基

準 

 (1) 貸倒引当金 

同左 
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項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  (2) 完成工事補償引当金 

   完成工事の瑕疵担保

の費用に備えるため、

当中間連結会計期間末

に至る一年間の完成工

事高に対する将来の見

積補償額に基づいて計

上している。 

 (2) 完成工事補償引当金 

同左 

 (2) 完成工事補償引当金 

   完成工事の瑕疵担保

の費用に備えるため、

当連結会計年度の完成

工事高に対する将来の

見積補償額に基づいて

計上している。 

  (3) 工事損失引当金 

――――― 

 (3) 工事損失引当金 

   受注工事に係る将来

の損失に備えるため、

当中間連結会計期間末

における未引渡工事の

損失見込額を計上して

いる。 

 (3) 工事損失引当金 

――――― 

  (4) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に

備えるため、当連結会

計年度末における退職

給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当

中間連結会計期間末に

おいて発生していると

認められる額を計上し

ている。 

   なお、過去勤務債務

は主として発生時に一

括処理しており、数理

計算上の差異は主とし

て発生時における従業

員の平均残存勤務期間

による定額法により按

分した額を、それぞれ

発生の翌連結会計年度

から費用処理すること

としている。 

 (4) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に

備えるため、当連結会

計年度末における退職

給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当

中間連結会計期間末に

おいて発生していると

認められる額を計上し

ている。 

   なお、過去勤務債務

は主として発生年度の

従業員の平均残存勤務

期間による定額法によ

り損益処理しており、

数理計算上の差異は主

として発生時における

従業員の平均残存勤務

期間による定額法によ

り按分した額を、それ

ぞれ発生の翌連結会計

年度から損益処理する

こととしている。 

(会計方針の変更) 

   連結子会社日本コム

シス株式会社における

過去勤務債務の費用処

理については、従来、

発生年度において全額

を損益処理する方法を

採用していたが、当中

間連結会計期間から、

発生年度の従業員の平

均残存勤務期間(15年)

による定額法により損

益処理する方法に変更

している。この変更

は、前連結会計年度に

おける退職給付制度の

 (4) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に

備えるため、当連結会

計年度末における退職

給付債務及び年金資産

の見込額に基づき計上

している。 

   なお、過去勤務債務

は主として発生時に一

括処理しており、数理

計算上の差異は主とし

て発生時における従業

員の平均残存勤務期間

による定額法により按

分した額を、それぞれ

発生の翌連結会計年度

から費用処理すること

としている。 
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項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

    改定により発生した未

認識年金資産(過去勤務

債務)を「退職給付に係

る会計基準注解」(注1)

１に基づき資産及び利

益として認識していな

かったが、平成17年３

月16日付での「退職給

付に係る会計基準」(企

業会計審議会平成10年

６月16日)が一部改正さ

れ、未認識年金資産を

資産及び利益として認

識できることとされた

ことに伴い、従来予定

していなかった多額の

過去勤務債務(債務の減

額)が当中間連結会計期

間において生じること

となったため、数理計

算上の差異の処理方法

との均衡を考慮し、期

間損益の適正化及び財

務体質の健全化の観点

から行ったものであ

る。これにより、従来

の方法によった場合に

比べ、税金等調整前中

間純利益は4,775百万円

減少し、また、同額の

前払年金費用が少なく

計上されている。 

 

  (5) 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金支

給に備えるため、会社

内規に基づく中間期末

要支給額の全額を計上

している。 

 (5) 役員退職慰労引当金 

同左 

 (5) 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金支

給に備えるため、会社

内規に基づく期末要支

給額の全額を計上して

いる。 

  (6) 構造改革引当金 

   事業再編に伴い、連

結子会社の一部におい

て、今後発生が見込ま

れる費用について、合

理的に見積もられる金

額を計上している。 

 (6) 構造改革引当金 

同左 

 (6) 構造改革引当金 

同左 

 ４ 重要なリース取引の処

理方法 

  リース物件の所有権が

借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナ

ンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計

処理によっている。 

４ 重要なリース取引の処

理方法 

同左 

４ 重要なリース取引の処

理方法 

同左 
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項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 ５ 重要なヘッジ会計の方

法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

   繰延ヘッジ処理によ

っている。ただし、金

利スワップについては

特例処理の条件を充た

している場合には特例

処理を採用している。 

５ 重要なヘッジ会計の方

法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

同左 

５ 重要なヘッジ会計の方

法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2) ヘッジ手段とヘッジ

対象 

  ヘッジ手段 

   デリバティブ取引

（金利オプション、金

利スワップ及び為替予

約取引） 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ

対象 

  ヘッジ手段 

同左 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ

対象 

  ヘッジ手段 

同左 

   ヘッジ対象 

   相場変動等による損

失の可能性がある資産

または負債のうち、相

場変動等が評価に反映

されていないもの及び

キャッシュ・フローが

固定されその変動が回

避されるもの。 

  ヘッジ対象 

同左 

  ヘッジ対象 

同左 

  (3) ヘッジ方針 

   相場変動等による重

要な影響の恐れのある

場合は、基本的にヘッ

ジ取引を行っている。 

 (3) ヘッジ方針 

同左 

 (3) ヘッジ方針 

同左 

  (4) ヘッジ有効性評価の

方法 

   ヘッジ手段の変動額

の累計とヘッジ対象の

変動額の累計を比較し

て、有効性の判断を行

っている。ただし、特

例処理によっている金

利スワップについて

は、有効性の評価を省

略している。 

 (4) ヘッジ有効性評価の

方法 

同左 

 (4) ヘッジ有効性評価の

方法 

同左 

 ６ その他中間連結財務諸

表作成のための重要な

事項 

  消費税等の会計処理に

ついて 

   消費税等の会計処理

は税抜方式によってい

る。 

６ その他中間連結財務諸

表作成のための重要な

事項 

  消費税等の会計処理に

ついて 

同左 

６ その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

  消費税等の会計処理に

ついて 

 

同左 
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項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

５. 中間連結キ

ャッシュ・

フロー計算

書(連結キャ

ッシュ・フ

ロー計算書)

における資

金の範囲 

 手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなってい

る。 

同左 同左 

 
 

会計処理の変更 

 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 固定資産の減損に係る会計基準

(「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」(企業会計

審議会 平成14年８月９日))及び

「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」(企業会計基準適用指針

第６号 平成15年10月31日)が平成

16年３月31日に終了する連結会計年

度に係る連結財務諸表から適用でき

ることになったことに伴い、当中間

連結会計期間から同会計基準及び同

適用指針を適用している。 

 これによる当中間連結会計期間の

損益に与える影響はない。 

――――― （固定資産の減損に係る会計基準）

 固定資産の減損に係る会計基準

(「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」(企業会計

審議会 平成14年８月９日))及び

「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」(企業会計基準適用指針

第６号 平成15年10月31日)が平成

16年３月31日に終了する連結会計年

度に係る連結財務諸表から適用でき

ることになったことに伴い、当連結

会計年度から同会計基準及び同適用

指針を適用している。 

 連結子会社が所有している貸与資

産について減損損失処理を行い、税

金等調整前当期純利益は422百万円

減少している。 

 なお、減損損失累計額については

改正後の連結財務諸表規則に基づき

各資産の金額から直接控除してい

る。 
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表示方法の変更 

 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

――――― （中間連結貸借対照表） 

１. 「前払年金費用」は前中間連結会計期間までは投資

その他の資産の「その他」に含めて表示していた

が、当中間連結会計期間において重要性が増したた

め、区分掲記することにした。 

 なお、前中間連結会計期間末の「前払年金費用」

は 452百万円である。 

 

２. 「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年

法律第97号）が平成16年６月９日に公布され、平成

16年12月１日より適用となり、「金融商品会計に関

する実務指針」（会計制度委員会報告第14号）が平

成17年２月15日付で改正されたことに伴い、当中間

連結会計期間から投資事業有限責任組合及びそれに

類する組合への出資（証券取引法第２条第２項によ

り有価証券とみなされるもの）を投資その他の資産

の「その他」から「投資有価証券」として表示する

方法に変更した。 

 この変更により「投資有価証券」は 419百万円増

加し、「その他」は同額減少している。 

 

――――― （中間連結損益計算書） 

 前中間連結会計期間において区分掲記していた

「投資利益」(当中間連結会計期間 8百万円)は、特

別利益の総額の100分の10以下となったため、特別利

益の「その他」に含めて表示することとした。 

 

――――― （中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

１. 営業活動によるキャッシュ・フローの「有形固定

資産除却損」は、当中間連結会計期間において、金

額的重要性が乏しくなったため「その他」に含めて

いる。 

 なお、当中間連結会計期間における「有形固定資

産除却損」は 22百万円である。 

 

２. 営業活動によるキャッシュ・フローの「法人税等

の還付額」は、当中間連結会計期間において、金額

的重要性が乏しくなったため「法人税等の支払額」

に含めている。 

 なお、当中間連結会計期間における「法人税等の

還付額」は 51百万円である。 
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注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

 

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、27,250百万円である。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、27,579百万円である。

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、26,655百万円である。

※２ 担保資産及び担保付債務 

   担保に供している資産は、次

のとおりである。 

現金預金 

(定期預金） 
20百万円

土地 3,774

建物・ 

構築物 
2,299

投資有価 

証券 
403

計 6,498

   担保付債務は次のとおりであ

る。 

短期借入金 1,681百万円

長期借入金 2,969

一年以内 

償還社債 
800

 

※２ 担保資産及び担保付債務 

   担保に供している資産は、次

のとおりである。 

現金預金 

(定期預金）
20百万円

土地 3,150

建物・ 

構築物 
2,150

投資有価 

証券 
616

計 5,936

   担保付債務は次のとおりであ

る。 

短期借入金 3,317百万円

長期借入金 334
 

※２ 担保資産及び担保付債務 

   担保に供している資産は、次

のとおりである。 

現金預金 

(定期預金） 
20百万円

土地 2,974

建物・ 

構築物 
2,063

投資有価 

証券 
464

計 5,521

   担保付債務は次のとおりであ

る。 

短期借入金 1,200百万円

長期借入金 2,622
 

 ３ 偶発債務 

借入金等の保証で重要なもの

は、次のとおりである。 

コムシスタ

イランド㈱ 
1,431百万円

 

 ３ 偶発債務 

――――― 

 ３ 偶発債務 

借入金等の保証で重要なもの

は、次のとおりである。 

コムシスタ

イランド㈱ 
1,024百万円

 
 ４ 受取手形 

   割引高 
3 百万円

   受取手形 

   裏書譲渡高 
89 

 

 ４ 受取手形 

   裏書譲渡高 
69百万円

 

 ４ 受取手形 

   割引高 
49百万円

   受取手形 

   裏書譲渡高 
114

 
 ５ 当社は、取引銀行５行と貸出

コミットメント契約を締結し

ている。これら契約に基づく

当中間連結会計期間末の借入

未実行残高は次のとおりであ

る。 

貸出コミット

メントの総額 
17,000百万円

借入実行残高 ―

差引額 17,000
 

 ５ 当社は、取引銀行５行と貸出

コミットメント契約を締結し

ている。これら契約に基づく

当中間連結会計期間末の借入

未実行残高は次のとおりであ

る。 

貸出コミット

メントの総額 
9,000百万円

借入実行残高 ―

差引額 9,000
 

 ５ 当社は、取引銀行５行と貸出

コミットメント契約を締結し

ている。これら契約に基づく

当連結会計年度末の借入未実

行残高は次のとおりである。

 

貸出コミット

メントの総額 
9,000百万円

借入実行残高 ―

差引額 9,000
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(中間連結損益計算書関係) 

 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目及び金額は、次のとお

りである。 

従業員給与 4,470百万円
 

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目及び金額は、次のとお

りである。 

従業員給与 4,428百万円
 

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目及び金額は、次のとお

りである。 

従業員給与 9,359百万円
 

※２    ――――― ※２ 特別利益の「退職給付引当金

戻入益」は連結子会社におけ

る退職給付制度間の移行に伴

うものである。 

※２    ――――― 

※３ 当社グループの売上高は、通

常の営業の形態として、上半

期に比べ下半期に完成する工

事の割合が大きいため、連結

会計年度の上半期の売上高と

下半期の売上高との間に著し

い相違があり、上半期と下半

期の業績に季節的変動があ

る。 

※３     同左 ※３    ――――― 

※４ 中間連結会計期間に係る税金

費用及び法人税等調整額は、

当期において予定している利

益処分による圧縮積立金の取

崩を前提として、当中間連結

会計期間に係る金額を計算し

ている。 

※４    ――――― ※４    ――――― 

 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に記載され

ている科目の金額との関係 

(平成16年９月30日現在) 

現金預金勘定 39,296百万円 

取得日から 
３ヶ月以内に 
期限の到来する
短期投資 
(有価証券) 

266 

預入期間が 
３ヶ月を超える 
定期預金 

△2,259 

現金及び現金 
同等物 

37,303 

  

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に記載され

ている科目の金額との関係 

(平成17年９月30日現在)

現金預金勘定 45,964百万円

取得日から 
３ヶ月以内に 
期限の到来する
短期投資 
(有価証券) 

205 

預入期間が 
３ヶ月を超える
定期預金 

△2,202 

現金及び現金 
同等物 

43,967 

 

 現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に記載されている科

目の金額との関係 

(平成17年３月31日現在)

現金預金勘定 37,360百万円

取得日から 
３ヶ月以内に 
期限の到来する
短期投資 
(有価証券) 

214 

預入期間が 
３ヶ月を超える 
定期預金 

△2,287 

現金及び現金 
同等物 

35,287 
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(リース取引関係) 

 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引(借

主側) 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

 

 
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末 
残高 
相当額 
(百万円) 

機械・ 
運搬具・ 
工具器具
備品他 

492 331 160 

 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引(借

主側) 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び中

間期末残高相当額 

 
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

中間期末
残高 
相当額
(百万円)

機械・ 
運搬具・
工具器具
備品他 

1,000 366 633

 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引(借

主側) 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

 

 
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末 
残高 
相当額
(百万円)

機械・ 
運搬具・
工具器具
備品他 

927 341 585

 
(注) 取得価額相当額は未経過リー

ス料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子

込み法により算定している。 

同左 (注) 取得価額相当額は未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法に

より算定している。 

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

 

 

１年内 73百万円

１年超 86 

 計 160 

    (注) 未経過リース料中間

期末残高相当額は、

未経過リース料中間

期末残高が、有形固

定資産の中間期末残

高等に占める割合が

低いため、支払利子

込み法により算定し

ている。 

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額等 

   未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年内 165百万円

１年超 468 

 計 633 

同左 

 (2) 未経過リース料期末残高相当

額 

 

 

１年内 159百万円

１年超 426 

 計 585 

    (注) 未経過リース料期末

残高相当額は、未経

過リース料期末残高

が、有形固定資産の

期末残高等に占める

割合が低いため、支

払利子込み法により

算定している。 

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

 

支払リース料 76百万円

減価償却費 
相当額 

76 

 

 (3) 支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費

相当額及び減損損失 

支払リース料 93百万円

減価償却費 
相当額 

93 

 

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

 

支払リース料 180百万円

減価償却費 
相当額 

180 

 
 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっている。 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

同左 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

同左 

  (減損損失について) 

 リース資産に配分された減損損失

はない。 
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前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

２ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引(貸

主側) 

 (1) リース物件の取得価額、減価

償却累計額及び中間期末残高 

 

 
取得価額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
(百万円) 

中間 
期末残高 
(百万円) 

建物・ 
構築物 

38 29 9 

機械・ 
運搬具・ 
工具器具
備品他 

2,296 1,114 1,181 

 計 2,335 1,144 1,191 

 

２ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引(貸

主側) 

 (1) リース物件の取得価額、減価

償却累計額、減損損失累計額

及び中間期末残高 

 
取得価額
(百万円)

減価償却
累計額
(百万円)

中間 
期末残高
(百万円)

建物・ 
構築物 

33 29 4

機械・ 
運搬具・
工具器具
備品他 

1,689 949 739

 計 1,722 978 744

 

２ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引(貸

主側) 

 (1) リース物件の取得価額、減価

償却累計額、減損損失累計額

及び期末残高 

 
取得 
価額 

(百万円)

減価 
償却 
累計額 
(百万円)

減損
損失
累計額
(百万円)

期末
残高

(百万円)

建物・ 
構築物 

38 32 ― 6

機械・ 
運搬具・
工具器具
備品他 

1,993 829 422 741

 計 2,032 861 422 747

 
 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年内 508百万円 

１年超 918

 計 1,426

    (注) 未経過リース料中間

期末残高及び見積残

存価額の残高の合計

額が営業債権の中間

期末残高等に占める

割合が低いため、受

取利子込み法により

算定している。 

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年内 367百万円

１年超 610

 計 977

同左 

 (2) 未経過リース料期末残高相当

額 

１年内 347百万円

１年超 600

 計 947

    (注) 未経過リース料期末

残高及び見積残存価

額の残高の合計額が

営業債権の期末残高

等に占める割合が低

いため、受取利子込

み法により算定して

いる。 

 (3) 受取リース料及び減価償却費 

受取リース料 258百万円

減価償却費 202
 

 (3) 受取リース料及び減価償却費

受取リース料 225百万円

減価償却費 180
 

 (3) 受取リース料及び減価償却費

受取リース料 561百万円

減価償却費 464
 

  (減損損失について) 

 リース資産に配分された減損損失

はない。 
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(有価証券関係) 

１ 前中間連結会計期間末(平成16年９月30日) 

(１) 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 

 
中間連結貸借対照表 
計上額(百万円) 

時価(百万円) 差額(百万円) 

① 国債・地方債等 10 10 △0

② 社債 ― ― ―

③ その他 ― ― ―

計 10 10 △0

 

(２) その他有価証券で時価のあるもの 

 

 取得原価(百万円) 
中間連結貸借対照表 
計上額(百万円) 

差額(百万円) 

① 株式 1,292 1,620 328

② 債券 

国債・地方債等 ― ― ―

社債 108 108 0

その他 ― ― ―

③ その他 1,158 1,074 △84

計 2,559 2,804 244

(注) 当該株式等の減損にあたっては、中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合

には全て減損処理を行なっている。 

 

(３) 時価評価されていない主な有価証券の内容 

 

 
中間連結貸借対照表計上額 

(百万円) 

その他有価証券(非上場株式(店頭売買株式を除く)) 1,835 
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２ 当中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

(１) 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 

 
中間連結貸借対照表 
計上額(百万円) 

時価(百万円) 差額(百万円) 

① 国債・地方債等 10 10 0

② 社債 ― ― ―

③ その他 ― ― ―

計 10 10 0

 

(２) その他有価証券で時価のあるもの 

 

 取得原価(百万円) 
中間連結貸借対照表 
計上額(百万円) 

差額(百万円) 

① 株式 1,164 2,287 1,122

② 債券 

国債・地方債等 29 29 0

社債 409 391 △18

その他 49 49 0

③ その他 1,566 1,531 △34

計 3,220 4,290 1,069

(注) 当該株式等の減損にあたっては、中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合

には全て減損処理を行なっている。 

 

(３) 時価評価されていない主な有価証券の内容 

 

 
中間連結貸借対照表計上額 

(百万円) 

その他有価証券(非上場株式) 1,957 
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３ 前連結会計年度末(平成17年３月31日) 

(１) 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 

 
連結貸借対照表 
計上額(百万円) 

時価(百万円) 差額(百万円) 

① 国債・地方債等 10 10 △0

② 社債 ― ― ―

③ その他 ― ― ―

計 10 10 △0

 

(２) その他有価証券で時価のあるもの 

 

 取得原価(百万円) 
連結貸借対照表 
計上額(百万円) 

差額(百万円) 

① 株式 1,163 1,827 663

② 債券  

国債・地方債等 ― ― ―

社債 57 58 0

その他 ― ― ―

③ その他 1,578 1,611 32

計 2,799 3,496 696

(注) 当連結会計年度において、有価証券について 128百万円(その他有価証券で時価のある株式 128百万円)減

損処理を行なっている。 

   なお、当該株式等の減損にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て

減損処理を行なっている。 

 

(３) 時価評価されていない主な有価証券の内容 

 

 
連結貸借対照表計上額 

(百万円) 

その他有価証券(非上場株式) 1,907 
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(デリバティブ取引関係) 

 

   前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日)、当中間連結会計期間(自 平成17年４

月１日 至 平成17年９月30日)及び前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

   ヘッジ会計を適用しているため、該当事項はない。 

 

 

(セグメント情報) 

 

【事業の種類別セグメント情報】 

   前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日)、当中間連結会計期間(自 平成17年４

月１日 至 平成17年９月30日)及び前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

 連結会社は一部で電気通信設備工事事業以外の事業を営んでいるが、それらの事業の全セグメントに占める

割合が僅少であるため、事業の種類別セグメント情報は記載を省略している。 

 

【所在地別セグメント情報】 

   前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日)、当中間連結会計期間(自 平成17年４

月１日 至 平成17年９月30日)及び前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

 在外連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はない。 

 

【海外売上高】 

   前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日)、当中間連結会計期間(自 平成17年４

月１日 至 平成17年９月30日)及び前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、その記載を省略している。 
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(１株当たり情報) 

 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 862.57円 
 

１株当たり純資産額 922.97円
 

１株当たり純資産額 906.92円
 

１株当たり中間純利益 10.35円 
 

１株当たり中間純利益 24.23円
 

１株当たり当期純利益 58.42円
 

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載していな

い。 

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載していな

い。 

なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載していな

い。 

(注) １株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

 
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

中間(当期)純利益(百万円) 1,461 3,418 8,349 

普通株主に帰属しない金額
(百万円) 

― ― 104 

 (うち利益処分による役員
賞与) 

(―) (―) (104)

普通株式に係る中間(当期)純
利益(百万円) 

1,461 3,418 8,245 

普通株式の期中平均株式数
(千株) 

141,153 141,082 141,134 

 

(重要な後発事象) 

該当事項なし。 

 

 

(2) 【その他】 

該当事項なし。 
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２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

 

  
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成17年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

(資産の部)    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金預金  35,899 2,010 2,005 

２ 関係会社預け金 ※3 3,367 8,664 6,022 

３ その他  240 346 347 

流動資産合計   39,507 25.7 11,022 8.8  8,375 6.8

Ⅱ 固定資産    

１ 無形固定資産  19 19 21 

２ 投資その他の資産    

(1) 投資有価証券  ― 381 ― 

(2) 関係会社株式  114,099 114,099 114,099 

(3) 関係会社 
  長期預け金 

※3 346 189 252 

(4) 繰延税金資産  7 16 10 

   計  114,453 114,686 114,362 

固定資産合計   114,472 74.3 114,706 91.2  114,384 93.2

資産合計   153,980 100.0 125,728 100.0  122,760 100.0
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前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成17年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

(負債の部)    

Ⅰ 流動負債    

１ 関係会社預り金 ※3 43,284 19,760 16,769 

２ その他 ※2 113 101 87 

流動負債合計   43,398 28.2 19,861 15.8  16,856 13.8

Ⅱ 固定負債    

１ 役員退職慰労引当金  17 22 26 

固定負債合計   17 0.0 22 0.0  26 0.0

負債合計   43,415 28.2 19,884 15.8  16,882 13.8

(資本の部)    

Ⅰ 資本金   10,000 6.5 10,000 7.9  10,000 8.1

Ⅱ 資本剰余金    

１ 資本準備金  58,815 58,815 58,815 

２ その他資本剰余金  40,000 40,000 40,000 

資本剰余金合計   98,815 64.1 98,815 78.6  98,815 80.5

Ⅲ 利益剰余金    

１ 中間(当期)未処分 
  利益 

 1,817 1,843 1,833 

利益剰余金合計   1,817 1.2 1,843 1.5  1,833 1.5

Ⅳ その他有価証券評価 
  差額金 

  ― △11 △0.0  ―

Ⅴ 自己株式   △67 △0.0 △4,804 △3.8  △4,771 △3.9

資本合計   110,564 71.8 105,843 84.2  105,877 86.2

負債資本合計   153,980 100.0 125,728 100.0  122,760 100.0
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② 【中間損益計算書】 

 

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 
百分比
(％)

金額(百万円) 
百分比
(％)

金額(百万円) 
百分比
(％)

Ⅰ 営業収益    

１ 配当金収入  981 1,411 1,711 

２ 経営管理料収入  250 1,231 100.0 300 1,711 100.0 500 2,211 100.0

Ⅱ 営業費用    

１ 一般管理費   271 22.0 285 16.7  490 22.2

営業利益   960 78.0 1,425 83.3  1,721 77.8

Ⅲ 営業外収益    

１ 受取利息  11 26 26 

２ その他  5 17 1.4 1 27 1.6 13 39 1.8

Ⅳ 営業外費用    

１ 支払利息  10 14 22 

２ その他  ― 10 0.9 0 15 0.9 ― 22 1.0

経常利益   966 78.5 1,437 84.0  1,738 78.6

税引前中間(当期) 
純利益   966 78.5 1,437 84.0  1,738 78.6

法人税、住民税 
及び事業税  0 14 29 

法人税等調整額  △7 △7 △0.6 1 16 0.9 △10 18 0.8

中間(当期)純利益   973 79.1 1,421 83.1  1,720 77.8

前期繰越利益   843 422  843

中間配当額   ― ―  729

中間(当期)未処分 
利益   1,817 1,843  1,833
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１. 資産の評価

基準及び評

価方法 

(1)有価証券 

①子会社株式及び関連会

社株式 

 移動平均法による原

価法を採用している。 

(1)有価証券 

①子会社株式及び関連会

社株式 

同左 

(1)有価証券 

①子会社株式及び関連会

社株式 

同左 

 ②その他有価証券 

――――― 

②その他有価証券 

   時価のあるもの 

    中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は

全部資本直入法に

より処理し、売却

原価は移動平均法

により算定) 

②その他有価証券 

――――― 

２. 固定資産の

減価償却の

方法 

無形固定資産 

 定額法を採用している。 

 なお、自社利用のソフト

ウェアについては、社内に

おける利用可能期間(５年)

に基づく定額法を採用して

いる。 

無形固定資産 

同左 

無形固定資産 

同左 

３. 引当金の計

上基準 

役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金支給に

備えるため、会社内規に基

づく中間期末要支給額の全

額を計上している。 

役員退職慰労引当金 

同左 

役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金支給に

備えるため、会社内規に基

づく期末要支給額の全額を

計上している。 

４. その他中間

財務諸表(財

務諸表)作成

のための基

本となる重

要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は税

抜方式によっている。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 
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会計処理の変更 

 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 固定資産の減損に係る会計基準

(「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」(企業会計

審議会 平成14年８月９日))及び

「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」(企業会計基準適用指針

第６号 平成15年10月31日)が平成

16年３月31日に終了する事業年度に

係る財務諸表から適用できることに

なったことに伴い、当中間会計期間

から同会計基準及び同適用指針を適

用している。 

 これによる当中間会計期間の損益

に与える影響はない。 

――――― （固定資産の減損に係る会計基準）

 固定資産の減損に係る会計基準

(「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」(企業会計

審議会 平成14年８月９日))及び

「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」(企業会計基準適用指針

第６号 平成15年10月31日)が平成

16年３月31日に終了する事業年度に

係る財務諸表から適用できることに

なったことに伴い、当事業年度から

同会計基準及び同適用指針を適用し

ている。 

 これによる当事業年度の損益に与

える影響はない。 

 

注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

 

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

 １ 当社は、取引銀行５行と貸出

コミットメント契約を締結して

いる。これら契約に基づく当中

間会計期間末の借入未実行残高

は次のとおりである。 

貸出コミット

メントの総額 
17,000百万円

借入実行残高 ―

差引額 17,000
 

 １ 当社は、取引銀行５行と貸出

コミットメント契約を締結して

いる。これら契約に基づく当中

間会計期間末の借入未実行残高

は次のとおりである。 

貸出コミット

メントの総額
9,000百万円

借入実行残高 ―

差引額 9,000
 

 １ 当社は、取引銀行５行と貸出

コミットメント契約を締結して

いる。これら契約に基づく当事

業年度末の借入未実行残高は次

のとおりである。 

貸出コミット

メントの総額 
9,000百万円

借入実行残高 ―

差引額 9,000
 

※２ 仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺のうえ流動負債の

「その他」に含めて表示してい

る。 

※２     同左 ※２    ――――― 

※３ 契約形態の変更のため、当中

間会計期間より次のように表示

している。 

当中間会計期間 前事業年度 

関係会社預け金 関係会社短期貸付金 

関係会社長期預け金 関係会社長期貸付金 

関係会社預り金 関係会社短期借入金 
 

※３    ――――― 

 

※３ 契約形態の変更のため、当事

業年度より次のように表示して

いる。 

前事業年度 当事業年度 

関係会社短期貸付金 関係会社預け金 

関係会社長期貸付金 関係会社長期預け金

関係会社短期借入金 関係会社預り金 
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(中間損益計算書関係) 

 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 １ 減価償却実施額 

無形固定資産 1百万円
 

 １ 減価償却実施額 

無形固定資産 2百万円
 

 １ 減価償却実施額 

無形固定資産 3百万円
 

 

 

(有価証券関係) 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価の

あるものはない。 

 

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略している。 

 

(重要な後発事象) 

該当事項なし。 

 

(2) 【その他】 

平成17年11月７日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議した。 

(1) 中間配当金総額 987百万円

(2) １株当たりの金額 ７円00銭

(3) 中間配当支払開始日 平成17年12月９日

(注) 平成17年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主に対し、支払いを行う。 
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第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

 

(1) 
有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第２期) 

自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日

 
平成17年６月29日 
関東財務局長に提出。 

 

(2) 
有価証券届出書及びその添付書類 
（ストックオプション制度に伴う新株予約権の発行） 

 
平成17年９月29日 
関東財務局長に提出。 

 

(3) 
有価証券届出書の 
訂正届出書 

上記有価証券届出書の訂正届出書  
平成17年10月７日 
関東財務局長に提出。 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項なし。 
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独立監査人の中間監査報告書 

 

 

平成16年12月21日 

コムシスホールディングス株式会社 

取締役会 御中 

公認会計士 桜友共同事務所 

 

公認会計士  宮  下  英  次   

 

公認会計士  丹  羽  秀  夫   

 

公認会計士  斉  藤     孝   

 

私たちは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるコムシスホールディングス株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度

の中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわ

ち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャシュ・フロー

計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たちの責任は

独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私たちは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私たち

に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的

手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。私たちは、中間

監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私たちは、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、コムシスホールディングス株式会社及び連結子会社の平成16年９月30日現在

の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日ま

で）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以 上 

 
 

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社

が別途保管している。 
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独立監査人の中間監査報告書 

 

 

平成17年12月21日 

コムシスホールディングス株式会社 

取締役会 御中 

公認会計士 桜友共同事務所 

 

公認会計士  丹  羽  秀  夫   

 

公認会計士  斉  藤     孝   

 

公認会計士  鈴  木  智  喜   

 

私たちは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるコムシスホールディングス株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度

の中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわ

ち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャシュ・フロー

計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たちの責任は

独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私たちは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私たち

に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的

手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。私たちは、中間

監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私たちは、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、コムシスホールディングス株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在

の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日ま

で）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項４.３（４）に記載のとおり、連結子会社日本コ

ムシス株式会社は、当中間連結会計期間から退職給付における過去勤務債務の費用処理について、発生

年度において全額を損益処理する方法から発生年度の従業員の平均残存勤務期間（15年）による定額法

により損益処理する方法に変更している。 

 

会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以 上 

 

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社

が別途保管している。 
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独立監査人の中間監査報告書 

 

 

平成16年12月21日 

コムシスホールディングス株式会社 

取締役会 御中 

公認会計士 桜友共同事務所 

 

公認会計士  宮  下  英  次   

 

公認会計士  丹  羽  秀  夫   

 

公認会計士  斉  藤     孝   

 

私たちは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるコムシスホールディングス株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第２期事業年

度の中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中

間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者に

あり、私たちの責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私たちは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私たち

に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を

中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。私たちは、中間監査の結

果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私たちは、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、コムシスホールディングス株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をも

って終了する中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

 

以 上 

 
 

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社

が別途保管している。 
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独立監査人の中間監査報告書 

 

 

平成17年12月21日 

コムシスホールディングス株式会社 

取締役会 御中 

公認会計士 桜友共同事務所 

 

公認会計士  丹  羽  秀  夫   

 

公認会計士  斉  藤     孝   

 

公認会計士  鈴  木  智  喜   

 

私たちは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるコムシスホールディングス株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第３期事業年

度の中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中

間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者に

あり、私たちの責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私たちは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私たち

に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を

中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。私たちは、中間監査の結

果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私たちは、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、コムシスホールディングス株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をも

って終了する中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

 

以 上 

 
 

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社

が別途保管している。 
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